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③　振り返り（Check）

④　改善（Ａｃｔｉｏｎ）

長期振興計画

の位置づけ

施策名 子ども・子育て支援の充実

基本事業名 母子保健の推進

事業名 母と子の発育発達相談事業 総事業費 615 千円

事業の意図
成長の節目・発達段階において必要な健康づくりについて、対象が自助／共助／公助の視点を持って、自

身の健康課題と向き合うことができるよう側面支援・環境調整を図る。

事業の実績

と

成果

取組内容
人生の始まりから　成長発達・人格形成の基礎となる就学期までの総合的な健康づくりの普

及啓発及び個々の自立助長へ向け、切れ目のない相談体制の充実に取り組んでいる。

成　果

少子化にともない出生数の減少もある中で、育児支援・発達支援の必要な割合は増えてい

る。保護者等が定期相談を利用したり、5歳児健診の受診率の高さからも、相談を受ける機

関として認識され利用されている。

事業実施上の課題

（事業担当者記入）

相談後のフォロー体制として関係機関との協働は必須である。また、相談体制の充実の為に、相談

担当者の量的確保・スキル向上は必要である。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

子どもの発育段階に合わせ健診・教育・相談等を実施ており、また、発達に課題のある子どもの早

期発見・支援にも繋げており、子育て支援に必要な事業である。

平成31年度から類似の事業をすることとしている。

2019年度方向性
本年度より子ども発達支援事業と統合し、育児不安を抱える保護者や発達支援を必要とする児と保

護者に対して、支援体制の充実を図る。

【参考資料】　　

※事業の取組内容・成果がわかる写真や図・グラフ等 説明
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事業実施上の課題

（事業担当者記入）

・ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ(相談する）に関する認知度が低い。誤解・偏見がある。

・心理専門職等の人材が不足している。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

産婦健診・産後ケア事業の検討時に、本事業の統合も検討した方がよいのではないか。

2019年度方向性 ハイリスク母子フォローとしての位置づけのみでよいか検討し、さらに見直しを図る。

事業の意図

産後うつ傾向にある産婦や子育てに不安のある親や妊婦がカウンセリングを受けることによって、子ど

もへの向き合い方や親自身のセルフコントロール等の支援をし、また、母子保健に関わるスタッフへの

研修を行うことで児童虐待を防止する。

事業の実績

と

成果

取組内容 心理専門職のカウンセリング(個別面談）を通して、不安や悩みを軽減するよう支援した。

成　果

カウンセリングによる継続支援が多いなか、一部の相談者ではあるが関係先と連携し、

個々の不安要素となる課題にともに向き合い、病院受診や就労支援先の紹介等つなぐ支援

もおこなった。

事業名 児童虐待防止対策事業 総事業費 238 千円

長期振興計画

の位置づけ

施策名 子ども・子育て支援の充実

基本事業名 母子保健の推進
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事業実施上の課題

（事業担当者記入）

制度の周知についてさらに取り組む必要がある。また、年々増加傾向にあるため、この先の件数

が見込めないところもある。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

不妊治療に取り組む市民への治療費・交通費等の助成であり、県の治療費助成と併せ、高額にな

る不妊治療費の軽減を図ることにより、少子化対策の一助となってる。

2019年度方向性 不妊治療に取り組む市民へのさらなる支援体制の充実を図る。

事業の意図 経済的負担の軽減を図ることにより、安心して子供を産み育てる環境づくりを推進する。

事業の実績

と

成果

取組内容 産科医療機関及び保健所と連携のうえ制度の周知依頼をし、申請に結び付けた。

成　果 5組（7件）の夫婦に対し助成金を支給した。

事業名 離島地域不妊治療支援事業 総事業費 736 千円

長期振興計画

の位置づけ

施策名 子ども・子育て支援の充実

基本事業名 母子保健の推進


